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◆ 介護老人保健施設とは 

  要介護者に対し施設サービス計画に基づき、① 看護、② 医学的管理下での介護、③ 機能訓練

等の必要な医療、④ 日常生活上の世話を行うことにより、入所者がその有する能力に応じ自立し

た日常生活を営むことをできるようにするとともに、その者の居宅における生活への復帰を目的

とした施設である。 

 

 ※ 入所対象者 

  病状が安定期にあり、上記①～③のサービスを必要とする要介護者である。施設では、在宅の

生活への復帰を目指してサービスが提供される。在宅での生活ができるかどうかを定期的に検討

して記録し、退所時には、本人や家族に適切な指導を行うとともに、退所後の主治医や居宅介護

支援事業者等との密接な連携に努める。 

 

（介護保険法） 

第８条第２８項 この法律において「介護老人保健施設」とは、要介護者であって、主として

その心身の機能の維持回復を図り、居宅における生活を営むことができるようにするための

支援が必要である者（その治療の必要の程度につき厚生労働省令で定めるものに限る。以下

この項において単に「要介護者」という。）に対し、施設サービス計画に基づいて、看護、

医学的管理の下における介護及び機能訓練その他必要な医療並びに日常生活上の世話を行う

ことを目的とする施設として、第 94 条第１項の都道府県知事の許可を受けたものをいい、

「介護保健施設サービス」とは、介護老人保健施設に入所する要介護者に対し、施設サービ

ス計画に基づいて行われる看護、医学的管理の下における介護及び機能訓練その他必要な医

療並びに日常生活上の世話をいう。 

 

 

1 人員配置基準について 

人員配置基準は、当該施設において適切なサービス提供を確保するため定められたものである。 

このため、人員配置基準欠如に対しては、介護報酬の所定単位数の算定において減算を行うこ

とにより、人員配置基準欠如の未然防止を図るよう促している。 

 

1-0 共通事項 

(1) 入所者の数【基準条例第4条第2項】 

人員基準を算定する基礎となる「入所者の数」は、前年度の平均値とする。 

解釈通知…入所者延数を日数で除して算定（小数点第2位以下を切り上げ。）。 

(2) 常勤換算方法【基準条例第4条第3項】 

暦月ごとの（常勤でない）職員の勤務延時間数を、当該施設において常勤の職員が勤務すべ

き時間で除することによって算定する（小数点第２位以下を切り捨て）。 

非常勤の職員が休暇・出張している時間や、介護保健施設サービス以外に従事している時間

は、介護保健施設のサービス提供に従事する時間とはいえない（ただし、短期入所療養介護は
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除く。）ので、常勤換算する場合の勤務延時間数には含めない。 

なお、常勤職員の休暇・出張については、その期間が暦月で１月を超えないものである限り、

常勤の職員として勤務したものとして取り扱う。 

また、職員１人につき勤務延時間数に算入できる時間数は、常勤の職員が勤務すべき時間数

を上限とする。 

 

1-1-1 基本型介護老人保健施設 

(1) 医師【基準省令第2条第1項第1号】 

・ 常勤換算方法で、入所者の数を１００で除して得た数以上。入所者の数が100人未満であ

っても、常勤の医師1名を配置しなければならない。 

・ 解釈通知①…複数の医師が勤務する形態でも、そのうちの1人が入所者全員の病状等を把握

し施設療養全体の管理に責任を持ち、入所者の処遇が適切に行われると認められるときは、

常勤換算で医師1人とすることができる。 

・ 解釈通知②…介護医療院又は病院若しくは診療所（医師について介護老人保健施設の人員

基準を満たす余力がある場合に限る。）と併設されている場合（医療機関併設型小規模介護

老人保健施設を除く。）は、必ずしも常勤の医師の配置は、必要ではない。複数の医師の勤

務時間数が基準に適合すれば足りる。この場合には、そのうちの1人医師が入所者全員の病状

等を把握し施設療養全体の管理に責任を持たなければならない。 

・ 解釈通知③…介護老人保健施設で行われる（介護予防）通所リハビリテーション、（介護

予防）訪問リハビリテーションの事業所の職務であって、当該施設の職務と同時並行的に行

われることで入所者の処遇に支障がない場合は、介護老人保健施設の勤務延時間数として差

し支えない。 

(2) 薬剤師【基準条例第4条第1項第1号】 

・ 施設の実情に応じた適当な数 

・ 解釈通知…入所者の数を３００で除した数以上が標準 

※ 薬剤師業務を「委託」している事業所にあっては、従業者として確保するよう努めること

（調理員等は、解釈通知において業務委託を可能としているが、薬剤師は、委託可能な職種

に含まれない。）。 

(3) 看護職員（看護師若しくは准看護師）又は介護職員【基準条例第4条第1項第2号】 

・ 常勤換算方法で、入所者の数が３又はその端数を増すごとに１以上 

看護・介護職員の総数の ７分の２程度・・・看護職員 

７分の５程度・・・介護職員  が標準 

・ 解釈通知①…看護・介護職員は、老健施設の職務に専ら従事する常勤職員でなければなら

ない。ただし、業務の繁忙時に多数の職員を配置する等により業務の円滑化が図られる場合

及び看護・介護職員が当該介護老人保健施設に併設される介護サービス事業所の職務に従事

する場合は、次の２つの条件を満たす場合に限り、一部に非常勤職員を充てても差し支えな

い。 

① 常勤職員である看護・介護職員が基準省令によって算定される員数の７割程度確保され
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ていること。 

② 常勤職員に代えて非常勤職員を充てる場合の勤務時間数が常勤職員を充てる場合の勤務

時間数以上であること。 

・ 解釈通知②…併設事業所の職務に従事する場合は、当該介護老人保健施設において勤務す

る時間が、勤務計画表によって管理されていなければならず、介護老人保健施設の看護・介

護職員の常勤換算方法における勤務延べ時間に、併設事業所の職務に従事する時間は、含ま

れない。 

(4) 支援相談員【基準条例第4条第1項第3号】 

・ 常勤職員を１以上(入所者の数が１００を越える場合は、常勤の支援相談員１名に加え、常

勤換算方法で、１００を超える部分を１００で除して得た数以上） 

・ 解釈通知…保健医療及び社会福祉に関する相当な学識経験を有し、入所者に対する各種支

援及び相談の業務を行うのにふさわしい常勤職員を充てること。 

(5) 理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士【基準条例第4条第1項第4号】 

・ 常勤換算方法で、入所者の数を100で除して得た数以上 

・ 解釈通知…介護老人保健施設の入所者に対するサービス提供時間帯以外の時間にいて指定

訪問リハビリテーションのサービス提供に当たることができる。 

(6) 栄養士又は管理栄養士【基準条例第4条第1項第5号】 

・ 入所定員が100人以上の場合に、常勤職員を１以上 

・ 解釈通知①…同一敷地内にある病院等の栄養士又は管理栄養士がいることにより栄養管理

に支障がないときは、兼務職員を充てることができる。 

・ 解釈通知②…入所定員が100人未満であっても、常勤職員の配置に努める。 

(7) 介護支援専門員【基準条例第4条第1項第6号及び同条第5項本文】 

・ 1以上。入所者の数が100又はその端数を増すごとに1を標準とする。ただし、入所者の処

遇に支障がない場合には、当該施設の他の職務に従事し、又はサテライト型小規模老人保健

施設の職務に従事することができる【基準条例第4条第5項ただし書】。 

・ 解釈通知①…端数を増すごとの増員配置は、非常勤も可。また、入所者の処遇に支障がな

い場合は、当該老健施設の他の職務に従事することができる。 

・ 解釈通知②…居宅介護支援事業者の介護支援専門員との兼務は認められないが、増員に係

る非常勤の介護支援専門員については、この限りでない。 

(8) 調理員、事務員【基準条例第4条第1項第7号】 

・ 実情に応じた適当数 

・ 解釈通知…適正なサービスを確保できる場合は、併設施設との兼務や業務委託も可 

(9) 管理者【基準条例第26条】 

・ 常勤、専従で１人。ただし、当該老健施設の管理上支障がない場合は、当該老健施設の他

の職務、同一事業者によって設置された同一敷地内にある他の事業所、施設等の職務、サテ

ライト型小規模老健施設等の職務に従事可 

・ 管理者は、介護保険法第94条に規定する開設許可申請事項であることから、その変更には

変更届が必要（法第99条）、かつ、知事による承認が必要（法第95条）なので、事前の手



4 

 

続に留意。 

 

 

1-1-2 サテライト型小規模介護老人保険施設（１-1-1 基本型との相違点。基準条例第4条第6

項） 

(1) 医師 

・ 解釈通知…当該施設と一体として運営される本体施設に配置されている医師が入所者全員

の病状等を把握し施設療養全体の管理に責任を持ち、入所者の処遇が適切に行われると認め

られるときは、置かないことができる。 

(4) 支援相談員 

・ 解釈通知…当該施設と一体として運営される本体施設（介護老人保健施設に限る。）に配

置されている支援相談員によるサービス提供が、当該施設及び本体施設の入所者に適切に行

われると認められるときは、置かないことができる。 

(5) 理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士 

・ 解釈通知…当該施設と一体として運営される本体施設（介護老人保健施設に限る。）に配

置されている理学療法士等によるサービス提供が、当該施設及び本体施設の入所者に適切に

行われると認められるときは、置かないことができる。 

(6) 栄養士又は管理栄養士 

・ 解釈通知…当該施設と一体として運営される本体である介護老人保健施設、療養病床100

以上の介護医療院又は病床数100以上の病院に配置されている栄養士又は管理栄養士による

栄養管理が、当該施設及び本体施設の入所者に適切に行われると認められるときは、置かな

いことができる。 

(7) 介護支援専門員 

・ 解釈通知…当該施設と一体として運営される本体である介護老人保健施設、介護医療院又

は病院に配置されている介護支援専門員士によるサービス提供が、当該施設及び本体施設の

入所者に適切に行われると認められるときは、置かないことができる。 

(9) 管理者 

・ 常勤、専従で１人。ただし、当該施設と一体として運営される本体である介護老人保健施

設の管理上支障がない場合は、当該本体施設の管理者がサテライト型小規模老健施設等の職

務に従事可（基準条例第26条） 

・ 管理者は、介護保険法第94条に規定する開設許可申請事項であることから、その変更には

変更届が必要（法第99条）、かつ、知事による承認が必要（法第95条）なので、事前の手

続に留意。 

 

1-1-3 医療機関併設型小規模介護老人保健施設（1-1-１ 基本型との相違点）（基準条例第4条

第7項） 

(1) 医師 

・ 解釈通知…当該施設と併設される介護医療院又は病院若しくは診療所に配置されている医
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師が入所者全員の病状等を把握し施設療養全体の管理に責任を持ち、入所者の処遇が適切に

行われると認められるときは、置かないことができる。 

(4) 支援相談員 

・ 当該施設の入所者に対するサービス提供が適切に行われると認められる場合にあっては、

実情応じた適当数で可。 

(5) 理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士 

・ 当該施設と併設される本体である介護老人保健施設に配置されている理学療法士等による

サービス提供が、当該施設及び本体施設の入所者に適切に行われると認められるときは、置

かないことができる。 

(6) 栄養士又は管理栄養士 

・ 当該施設と併設される介護医療院又は病院若しくは診療所に配置されている栄養士又は管

理栄養士による栄養管理が、当該施設及び本体施設の入所者に適切に行われると認められる

ときは、置かないことができる。 

(7) 介護支援専門員 

・ 当該施設の入所者に対するサービス提供が適切に行われると認められる場合にあっては、

実情応じた適当数で可。 

 

1-1-４ 分館型介護老人保健施設（１-1-1 基本型との相違点） 

(1) 医師 

・ 解釈通知…当該施設と一体として運営される本体施設に配置されている医師が配置され

ているときに限り、非常勤職員を充てることができる（例：入所者30人の場合には、0.3

人分の勤務時間を確保すること）。 

(4) 支援相談員 

・ 解釈通知…当該施設と一体として運営される本体施設に配置されている支援相談員が配

置されているときに限り、非常勤職員を充てることができる（例：入所者30人の場合には、

0.3人分の勤務時間を確保すること）。 

 

 

1-2 人員基準欠如の考え方 

 

1-2-1 人員基準欠如の減算 

人員基準欠如減算の対象職種は、医師、看護職員、介護職員、理学療法士、作業療法士、言語

聴覚士及び介護支援専門員である。 

※ 看護職員、介護職員の数が人員基準から… 

・ １割を超えて減少した場合は、該当月の翌月から解消月まで 

・ １割の範囲内で減少した場合は、該当月の翌々月から解消月まで（翌月の末日において

人員基準を満たすに至っている場合を除く） 

⇒ 全ての入所者等について所定単位数が７０％に減算となる。 
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※ 医師、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、介護支援専門員の数が人員基準から欠如し

た場合は、該当月の翌々月から解消月まで（翌月の末日において人員基準を満たすに至って

いる場合を除く） 

⇒ 全ての入所者等について所定単位数が７０％に減算となる。 

 

1-2-2 ユニットにおける職員に係る減算 

ある月（暦月）において次のいずれかの基準を満たさない状況が発生した場合に、その翌々月

から基準に満たない状況が解消されるに至った月まで、ユニット部分の入所者全員について、１

日につき所定単位数が減算される。 

※ ただし、翌月の末日において基準を満たすに至っている場合を除く。 

 

① 日中については、ユニットごとに常勤１人以上の介護職員又は看護職員を配置すること。

② ユニットごとに、常勤のユニットリーダーを配置すること。 

 

1-3-1 夜勤職員配置加算 

夜勤を行う看護職員又は介護職員の数が、次の基準を満たすものとして都道府県知事に届け出

た場合について算定できる。 

（基準） 

・ 夜勤を行う看護職員又は介護職員の数 

利用者等の数が 41 以上の施設の場合 利用者等の数が 20 又はその端数を増すごとに 1

以上、かつ、２を超えていること。 

利用者等の数が 40 以下の施設の場合 利用者等の数が 20 又はその端数を増すごとに 1

以上、かつ、１を超えていること。 

 

※ 夜勤を行う職員の数は１日平均夜勤職員数とする。 

※ １日平均夜勤職員数は、暦月ごとに夜勤時間帯（午後１０時から翌日の午前５時までの時

間を含めた連続する１６時間をいう。）における延べ夜勤時間数を、当該月の日数に１６を

乗じて得た数で除して算定し、小数点第３位以下を切り捨てる。 

 

1-3-2 夜勤職員基準未満の減算 

夜勤体制について、ある月（暦月）に基準に満たない事態が、「２日以上連続して発生」ある

いは「４日以上発生」した場合、その翌月の全ての入所者等（短期入所療養介護の利用者の数及

び介護老人保健施設の入所者の数の合計数）について所定単位数が減算となる。 

不足の状態が続く場合は、知事は、職員の確保を指導し、当該指導に従わない場合は、指定の

取り消しを検討するものとされている。 
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２ 運営に関する基準について 

ここでは、事業者において特に留意すべき事項について記載する。施設が遵守すべき運営基準

は、これら以外にもあるので、基準条例、国解釈通知等を確認すること。 

 

2-1-1 虐待の防止【基準条例第４０条の２等】 

虐待の発生又はその再発を防止するため、次に掲げる措置を講じなければならない。 

(1) 虐待の防止のための対策を検討する委員会を定期的に開催するとともに、その結果について、

介護職員その他の従業者に周知徹底を図ること。 

(2) 虐待の防止のための指針を整備すること。 

(3) 介護職員その他の従業者に対し、虐待の防止のための研修を定期的に実施すること。 

(4) 以上の措置を適切に実施するための担当者を置くこと。 

 

2-1-2 高齢者虐待防止措置未実施減算 

虐待の発生又はその再発を防止するための措置（虐待の発生又はその再発を防止するための

委員会の開催、指針の整備、研修の実施、担当者を定めること）が講じられていない場合に、

基本報酬を減算する。 

 

2-2-1 身体拘束の適正化【基準条例第 16 条第 4 項から第 6 項まで等】 

介護老人保健施設は、当該入所者又は他の入所者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを

得ない場合を除き、入所者に対し身体的拘束等を行ってはならない。 

身体的拘束等を行う場合は、その態様及び時間、その際の入所者の心身の状況並びに緊急やむ

を得ない理由を記録しなければならない。 

身体的拘束等の適正化を図るため、次に掲げる措置を講じなければならない。 

(1) 身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会を 3 月に 1 回以上開催するとともに、

その結果について、介護職員その他の従事者に周知徹底を図ること。 

(2) 身体的拘束等の適正化のための指針を整備すること。 

※身体的拘束等の適正化のための指針に盛り込むべき項目 

  ・ 施設における身体的拘束等の適正化に関する基本的考え方 

  ・ 身体的拘束適正化検討委員会その他施設内の組織に関する事項 

  ・ 身体的拘束等の適正化のための職員研修に関する基本方針 

  ・ 施設内で発生した身体的拘束等の報告方法等のための方策に関する基本方針 

  ・ 身体的拘束等発生時の対応に関する基本方針 

 ・ 入居者等に対する当該指針の閲覧に関する基本方針 

  ・ その他身体的拘束等の適正化の推進のために必要な基本方針 

 (3) 介護職員その他の従業者に対し、身体的拘束等の適正化のための研修を定期的に実施するこ

と。 
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2-2-2 身体拘束廃止未実施減算 

身体拘束等を行う場合の記録を行っていない場合、厚生労働大臣が定める基準（基準条例第16

条第6項各号と同じ。）を満たさない場合は、所定単位数から減算する。 

   

2-3 感染症及び食中毒の予防及びまん延の防止対策【基準条例第３３条等】 

介護老人保健施設は、当該施設において感染症又は食中毒が発生し、又はまん延しないように、

次に掲げる措置を講じなければならない。 

(1) 感染対策委員会を設置し、3 月に 1 回以上開催するとともに、その結果について、介護職

員その他の従業者に周知徹底を図ること。 

・ 幅広い職種で構成 

・ 専任の感染対策担当者を設置（看護師が望ましい） 

(2) 予防及びまん延の防止のための指針を整備すること。 

   ・ 平常時の対策及び発生時の対応を規定 

(3) 研修の定期的な実施 

   ・ 指針に基づいた研修プログラムを作成し、定期的な教育（年２回以上）を開催 

   ・ 新規採用時には必ず研修を実施 

   ・ 調理や清掃などの委託業者に対しても指針を周知 

(4) 訓練の実施 

・ 実際に感染症が発生した場合を想定し、発生時の対応について、訓練（シミュレーショ

ン）を定期的（年２回以上）に行うことが必要。感染症発生時において迅速に行動できる

よう、指針及び研修内容に基づき、役割分担の確認や、感染対策をした上でのケアの演習

などを実施する。 

 

2-4-1 介護サービス提供中の事故発生防止対策【基準条例第４０条等】 

介護老人保健施設は、事故の発生又はその再発を防止するため、次に掲げる措置を講じなけれ

ばならない。 

  (1) 事故発生の防止のための指針の整備 

   ・ 施設における介護事故の防止に関する基本的考え方 

   ・ 介護事故の防止のための委員会その他施設内の組織に関する事項 

   ・ 介護事故の防止のための職員研修に関する基本方針 

・ ヒヤリ・ハット事例等の報告方法等の介護に係る安全の確保を目的とした改善のための

方策に関する基本方針 

・ 介護事故等発生時の対応に関する基本方針 

・ 入所者等に対する当該指針の閲覧に関する基本方針 

・ その他介護事故等の発生の防止の推進のために必要な基本方針 

  (2) 事故発生の又はそれに至る危険性がある場合に、当該事実が報告され、その分析を通じた

改善策を従業者に周知徹底する体制の整備 

(3) 事故発生の防止のための委員会を設置し、定期的に開催すること。 



9 

 

   ・ 幅広い職種で構成 

   ・ 責任者はケア全般の責任者が望ましい 

(4) 研修の定期的な実施 

・ 指針に基づいた研修プログラムを作成し、定期的な教育（年２回以上）を開催 

・ 新規採用時には必ず研修を実施 

(5) 安全対策担当者の設置 

 上記の措置を適切に実施するための担当者を置かなければならない。 

事故が発生したときは、速やかに市町村、入所者の家族等に連絡を行うとともに、必要な措置

を講じなければならない。また、事故の状況及び事故に際して採った措置について記録すること。 

 

2-4-2 安全管理体制未実施減算 

基準条例第40条第1項に規定する基準（委員会の実施、指針の整備、研修の実施、担当者の設置）を

満たさない場合は、１日につき所定単位数から減算する。 

 

2-5-1 業務継続計画（ＢＣＰ）の策定等【基準条例第３０条の 2 等】 

感染症や非常災害の発生時において、入所者に対するサービスの提供を継続的に実施し、及び

非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画（業務継続計画）を策定し、当該業務継続計画

に従い必要な措置を講じなければならない。 

従業者に対し、業務継続計画について周知するとともに、必要な研修及び訓練を定期的に実施

しなければならない。 

具体的な内容については、厚生労働省ホームページ「介護施設・事業所における業務継続計画

（ＢＣＰ）作成支援に関する研修」を参照のこと。 

 

2-5-2 業務継続計画未策定減算 

基準条例第３0条の２に規定する基準（計画の策定、研修及び訓練の定期的な実施）を満たさない場

合は、その翌月（事実発生が月の初日の場合は、その月）から解消に至った月まで、当該施設の

入所者全員について、所定単位数から減算する。 

 

2-6-1 入所者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資する方策を検討す

るための委員会の設置【基準条例第 40 条の 3 等】 

当該介護老人保健施設における業務の効率化、介護サービスの質の向上その他の生産性の向上

に資する取り組みの促進を図るため、当該介護老人保健施設における入所者の安全並びに介護サ

ービスの質の確保及び職員の負担軽減に資する方策を検討するための委員会を定期的に開催しな

ければならない。 

 

2-6-2 生産性向上推進体制加算 

厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして、電子情報処理組織を用いて都道府県知

事に届出を行った場合に加算する。 
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※ 厚生労働大臣が定める基準 

(1) 委員会において次に掲げる事項について必要な検討を行い、及び当該事項の実施を定

期的に確認していること。 

・ 介護機器を活用する場合における利用者の安全及びケアの質の確保 

・ 職員の負担の軽減及び勤務状況への配慮 

・ 介護機器の定期的な点検 

・ 業務の効率化及び質の向上並びに職員の負担軽減を図るための職員研修 

 (2) (1)の取組及び介護機器の活用による業務の効率化及びケアの質の確保並びに職員の

負担軽減に関する実績があること。 

 (3) 介護機器を複数種類活用していること。 

 (4) 委員会において、職員の業務分担の明確化等による業務の効率化及びケアの質の確保

並びに負担軽減について必要な検討を行い、当該検討を踏まえ、必要な取組を実施し、」

及び当該取組の実施を定期的に確認すること。 

 (5) 事業年度ごとに、(1)、(3)及び(4)の取組に関する実績を厚生労働省に報告すること。 

 

※ (1)に該当し、及び介護機器を活用し、並びにこれらの実績を厚生労働省に報告している

場合にも、加算がある。 
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３ 運営指導での指導事項等 

運営指導を実施した際に見受けられた事例について、主なものを示します。 

 

○ 基準条例では、身体的拘束等、虐待防止、災害対策、感染症対策など、複数の項目について

「対策を検討するための委員会・会議の開催」、「計画又は指針の策定とその従業者への周知」、

「研修及び訓練の実施」及び「計画・指針の適時の見直し」を求めているが、これらの一部が

措置されていない又は措置されていても不十分であるものが見受けられる。 

特に、次の事項について、留意すること。 

１ 委員会の議事録は、出席者、議題、検討内容が、解釈通知に則ったものであることが明

らかになるよう作成すること。 

・ 委員会の検討の結果を従業者に周知徹底した状況がわかるようにすること。 

２ 研修及び訓練の記録は、それが、運営基準のどの研修・訓練であるのか、実施日時、参

加者、研修内容（講師・資料）がどのような状況なのか明らかになるよう作成すること。 

３ 指針は、解釈基準に示された項目が網羅されていること。 

・ 指針の閲覧に関する定めに従い、利用者等が閲覧できるような措置を講ずること。 

４ 担当者を定めることとされているものについては、発令や指針への充て職の記載など、

選定状況が明らかになるような措置を講ずること。 

※ 令和 7 年度の老健協・事務長部会の研修資料を参考にしてください。 

 

○ 介護支援専門員の資格の有効期間切れに注意すること。 

 

○ 管理者の変更は、事前承認が必要。また、協力医療機関の変更は、届出ではなく許可事項で

あるので、留意すること。 

 

○ 介護給付費算定に係る体制等に関する届出をする場合には、項目ごとに添付書類が必要なも

のがあるので、別紙 1－1 の備考及び別紙 1－2 の備考を熟読し、漏れがないようにすること。

また、それぞれの添付書類の備考にも、さらに添付すべき資料が求められていないか、十分確

認すること。 

 

○ 協力医療機関に関する届出を行うこと（詳しくは、次項参照）。 

協力医療機関については、令和 6 年施行の基準条例で要件が改められており、新要件に合致

した協定の締結が求められています。 

また、年に 1 回以上、協力医療機関との間で、入所者の病状が急変した場合等の対応を確認

した上で、県に届け出る必要があります。 

なお、協力医療機関連携加算を算定するためには、「会議を定期的（月に 1 回以上。緩和措置

あり。）に開催」し、その状況を記録していることが必要です。 

 

○ 電子申請届出システムの利用に努めること。  
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４ その他 

4-1 協力医療機関について 

4-1-1 協定(契約)の更新 

令和 6 年 4 月 1 日施行の新基準（経過措置あり）により、従来の協定内容のままでは、直ちに

新しい基準に準拠すると認められないこととなる。 

経過措置満了(R9/3/31)前に協定の更新を検討していただきたい。 

 

4-1-2 協力医療機関に関する届出書 

改正後の基準条例第 34 条第 1 項各号に該当する場合に限り、①から③までの欄に記載し、そ

れ以外は、「上記以外の協力医療機関」の欄に記載する。 

①から③までに空欄がある場合は、協議の状況等について記載する。 

また、1 年に 1 回以上、協力医療機関との間で、入所者の病状が急変した場合等の対応を確認

した状況は、議事録等の記録を保存しておく。 

＊ 山梨県の基準条例 

【改正前】R6/3/31 まで 

（協力病院） 

第 34 条 介護老人保健施設は、入所者の病状の急変等に備えるため、あらかじめ、協力病院（当該介護老人保健施

設との間で入所者が医療を必要とした際の連携協力が合意されている病院をいう。次条において同じ。）を定めなけ

ればならない。 

２ 介護老人保健施設は、あらかじめ、協力歯科医療機関（当該介護老人保健施設との間で入所者が歯科治療を必要

とした際の連携協力が合意されている歯科医療機関をいう。）を定めるよう努めなければならない。 

 

【改正後】R6/4/1 以降（R9/3/31 までは、「定めておくよう努めなければ」とする経過措置） 

（協力医療機関等） 

第 34 条 介護老人保健施設は、入所者の病状の急変等に備えるため、あらかじめ、次の各号に掲げる要件を満たす

協力医療機関（第三号の要件を満たす協力医療機関にあっては、病院に限る。）を定めなければならない。ただし、

複数の医療機関を協力医療機関として定めることにより当該各号の要件を満たすこととしても差し支えない。 

(1) 入所者の病状が急変した場合等において医師又は看護職員が相談対応を行う体制を、常時確保していること。 

(2) 当該介護老人保健施設からの診療の求めがあった場合において診療を行う体制を、常時確保していること。 

(3) 入所者の病状が急変した場合等において、当該介護老人保健施設の医師又は協力医療機関その他の医療機関の

医師が診療を行い、入院を要すると認められた入所者の入院を原則として受け入れる体制を確保していること。 

２ 介護老人保健施設は、1 年に 1 回以上、協力医療機関との間で、入所者の病状が急変した場合等の対応を確認す

るとともに、協力医療機関の名称等を、当該介護老人保健施設に係る許可を行った知事に届け出なければならない。 

３ 介護老人保健施設は、感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（平成 10 年法律第 114 号）

第 6 条第 17 項に規定する第二種協定指定医療機関（次項において「第二種協定指定医療機関」という。）との間

で、新興感染症（同条第 7 項に規定する新型インフルエンザ等感染症、同条第 8 項に規定する指定感染症又は同条

第九項に規定する新感染症をいう。次項において同じ。）の発生時等の対応を取り決めるように努めなければならな

い。 

４ 介護老人保健施設は、協力医療機関が第二種協定指定医療機関である場合においては、当該第二種協定指定医療

機関との間で、新興感染症の発生時等の対応について協議を行わなければならない。 
５ 介護老人保健施設は、入所者が協力医療機関その他の医療機関に入院した後に、当該入所者の病状が軽快し、退

院が可能となった場合においては、再び当該介護老人保健施設に速やかに入所させることができるように努めなけ

ればならない。 

６ 介護老人保健施設は、あらかじめ、協力歯科医療機関（当該介護老人保健施設との間で入所者が歯科治療を必要

とした際の連携協力が合意されている歯科医療機関をいう。）を定めるよう努めなければならない。 

（令六条例三〇・一部改正） 
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4-1-3 協力医療機関の変更に伴う事務 

介護老人保健施設の場合、協力医療機関は、開設許可申請書記載事項であり、その変更は、届

出ではなく、変更許可に該当するので留意すること。ただし、契約（協定）の内容を変更する場

合は、届出となる。 

 

4-2 介護老人保健施設に係る開設許可事項の変更に係る変更許可及び届出について 

次の表のとおりであるので、留意すること。       

開設許可申請書記載事項（省令136①各号） 変更許可(法94②) 届出(法99) 

一 施設の名称及び開設の場所 ― ○ 

二 開設者の名称及び主たる事務所の所在地並びに代

表者の⽒名、⽣年⽉⽇、住所及び職名 

― ○ 

三 開設の予定年⽉⽇ ― ― 

四 開設者の登記事項証明書又は条例等 ― ○ 

（当該許可に係る事業に

関するものに限る。） 

五 敷地の面積及び平面図並びに敷地周囲の⾒取図 ○ 

（敷地の面積及び平面

図に係る部分に限る。） 

― 

六 併設する施設がある場合にあっては、当該併設する

施設の概要 

― ○ 

七 建物の構造概要及び平面図（各室の用途を明示する

ものとする。）並びに施設及び構造設備の概要 

○ ― 

八 施設の共用の有無及び共用の場合の利用計画 ○ ― 

九 入所者の予定数 ― ― 

十 施設の管理者の⽒名、⽣年⽉⽇及び住所 注 ― ○ 

十一 運営規程 ○ 

（従業者の職種、員数

及び職務内容並びに入

所定員に係る部分に限

る。） 

（入所定員又は療養室

の定員数を減少させよ

うとするときを除く。） 

○ 

（従業者の職種、員数及

び職務の内容並びに入所

定員（許可事項に係るも

のを除く。）に係る部分

を除く。） 
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十二 入所者からの苦情を処理するために講ずる措置

の概要 

― ― 

十三 当該申請に係る事業に係る従業者の勤務の体制

及び勤務形態 

― ― 

十四 介護⽼⼈保健施設基準第30条第1項に規定する

協⼒医療機関の名称及び診療科名並びに当該協⼒医

療機関との契約の内容（同条第6項に規定する協⼒⻭

科医療機関があるときは、その名称及び当該協⼒⻭科

医療機関との契約の内容を含む。） 

○ 

（協⼒医療機関を変更

しようとするときに係

るものに限る。） 

○ 

（協⼒医療機関の変更で

はなく、診療科又は契約

の内容を変更する場合に

限る。） 

十五 法第94条第3項各号（法第94条の2第4項におい

て準用する場合を含む。）に該当しないことを誓約す

る書面（以下この条及び第137条において「誓約書」

という。） 

― ― 

十六 介護支援専門員の⽒名及びその登録番号 ― ○ 

十七 その他許可に関し必要と認める事項 ― ― 

注 管理者の変更は、「知事の承認が必要」であり、承認を受けた後、変更届を提出する必要が

ある。 

 

4-3 介護給付費算定に係る体制等に関する届出について 

算定する介護給付費（加算項目等）を変更する場合は届出が必要。届出に係る加算等について

は、届出が受理された日が属する月の翌月（届出が受理された日が月の初日である場合は当該月）

から算定を開始する。 

 

4-4 許可更新について 

許可の有効期間は６年となっていることから、有効期間満了の１４日前までに更新の申請を行

うこと。 

申請に先立ち、現在の許可の内容を確認するとともに、齟齬が認められる場合には、あらかじ

め変更許可申請を行うこと。 
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4-5-1 令和８年度における食費・居住費（滞在費）の改定について 

令和８年８月から、食費・居住費（滞在費）の基準額が引き上げられ、これとともに、第 3 段

階の負担限度額も引き上げられる（第 1 段階及び第 2 段階の負担限度額は、据え置き）。 

運営規程の改定と、利用者及び家族への説明・同意に留意すること。 

 

4-5-2 限度額認定に係る支援 

各段階の判断に際し、所得のほか、新たに預貯金の要件が加わり、各市町村では、限度額認定

に係る申請を求めているので、利用者の支援を行うこと。。 

 



（別紙１）

令和 年 月 日

各許可権者 殿

ー ）

□ 1  (介護予防)特定施設入居者生活介護 □ 2  地域密着型特定施設入居者生活介護
□ 3  (介護予防)認知症対応型共同生活介護 □ 4  介護老人福祉施設
□ 5 地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 ■ 6  介護老人保健施設
□ 7  介護医療院 □ 8  養護老人ホーム
□ 9  軽費老人ホーム

ー ）

備考 1 各協力医療機関との協力内容が分かる書類（協定書等）を添付してください。
2

3 協力医療機関や協力医療機関との契約内容に変更があった場合には速やかに届出を行ってください。

診療の求めがあった場合において、診療を行う体制を常時確保していること。
入院を要すると認められた入所者の入院を原則として受け入れる体制を確保していること。
特定施設入居者生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護、認知症対応型共同生活介護、軽費老人ホームは第１号及び第２
「3か月以内に地域の在宅療養支援病院等をリストアップし協議先を検討する」など具体的な計画を記載

（※3）
（※4）
（※5）
（※6）

関係書類 別添のとおり

特定施設入居者生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護、認知症対応型共同生活介護、軽費老人ホームについては「施
設基準（※1）第3号の規定を満たす協力病院」の欄の記載は不要です。

（※1） 各サービス種別における協力医療機関に係る施設基準は裏面を参照。
（※2） 入所者の病状が急変した場合等において医師又は看護職員が相談対応を行う体制を常時確保していること。

※在宅療養支援病院、在宅療養支援診療所、地域包括ケア病棟を持つ医療機関(200床未満)、在宅療養後方支援
病院等を想定

協議を行う予定時期 令和　　　年　　　　月

(協議を行う予定の医療機関がない場合)
基準を満たす協力医療機関を定める
ための今後の具体的な計画（※6）

上記以外の協力医療機関
医療機関名 医療機関コード

医療機関名（複数可）

令和　年　月　日
協力医療機関の

担当者名
医療機関名 医療機関コード

施
設
基
準
第
1
号
、

第
2
号
及
び
第
3
号
の
規
定
を
満

た
す
協
力
医
療
機
関
を
定
め
て
い
な
い
場
合

(

※
5

)

第1号から第3号の規定(※5)にあたり
過去1年間に協議を行った医療機関数

協議をした医療機関との対応の
取り決めが困難であった理由

(過去1年間に協議を行っていない場合)
医療機関と協議を行わなかった理由

届出後1年以内に協議を行う
予定の医療機関

医療機関名 医療機関コード

入所者等が急変した場合等
の対応の確認を行った日

令和　年　月　日
協力医療機関の

担当者名

入所者等が急変した場合等
の対応の確認を行った日

入所者等が急変した場合等
の対応の確認を行った日

令和　年　月　日
協力医療機関の

担当者名

協
力
医
療
機
関

①施設基準（※1）第1号（※2）
　の規定を満たす協力医療機関

医療機関名 医療機関コード

（事業所・施設種別４～８のみ）

③施設基準（※1）第3号（※4）
　の規定を満たす協力病院

医療機関名 医療機関コード

②施設基準（※1）第2号（※3）
　の規定を満たす協力医療機関

医療機関名 医療機関コード

(郵便番号 400 8501
　

事業所番号 1999999999

事業所・施設種別

代表者の職・氏名 職名 理事長 氏名 山梨太郎

協力医療機関に関する届出書

各指定権者

甲府市丸の内１－６－１
　(ビルの名称等)

連 絡 先 電話番号 ０５５－２２３－１１１１ FAX番号届
　
出
　
者

フリガナ イリョウホウジンフウリンカザンカイ
名　　称 医療法人　風林火山会

事務所・施設の所在地
(郵便番号 400 8501

代表者の住所

記載する医療機関は、施設基準
の各号を満たしていますか

対応の確認をした
記録はありますか 記載漏れに注意

3号の医療機関は、「病院に限
る」。（診療所では不可）

＜届出内容＞
１ 対応を行った日
２ 協力医療機関の名称

※ 複数の場合は別葉で届出

老健での変更は許可



（各サービス種別における協力医療機関に係る施設基準）
特定施設入居者生活介護　　　　　　　　　　：指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準第191条第2項
地域密着型特定施設入居者生活介護　　　　　：指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準第127条第2
項
認知症対応型共同生活介護　　　　　　　　　：指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準第105条第2
項
介護老人福祉施設　　　　　　　　　　　　　：指定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営に関する基準第28条第1項
地域密着型介護老人福祉施設入居者生活介護   ：指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準第152条第1
項
介護老人保健施設　　　　　　　　　　　　　：介護老人保健施設の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準第30条第1項
介護医療院　　　　　　　　　　　　　　　　：介護医療院の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準第34条第1項



（全老健版） 
協力医療機関協定書 

 
介護老人保健施ああああ  あああ（以下「甲」という。）とあああああああああ  病

院（以下「乙」という。）とは、以下の事項につき合意する。 
 
（協力医療機関） 
第 1 条 

１ 甲は、乙を協力医療機関と定める。 
２ 前項に定める協力医療機関とは、平成 11 年 3 月 31 日厚生省令第 40 号介護老人保

険施設の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準第 30 条（協力医療機関等）に
定める協力医療機関である。 

 
（相互義務） 
第 2 条 甲及び乙は、双方協議の上、次に掲げる事項について、連携して相互に義務を果

たす。 
１ 協力医療機関の連携体制のうち、以下の項目について実行する。 

□ 甲の入所者の病状が急変した場合等において、乙は、乙の医師又は看護職員が甲
からの相談に対応する体制を常時確保する。 

□ 甲から診療の求めがあった場合において、乙は、診療を行う体制を常時確保する。 
□ 甲の入所者の病状が急変した場合等において、甲の医師又は協力医療機関その

他の医療機関の医師が診療を行い、入院を要すると認められた入所者の入院につ
いて、乙は、原則として受け入れる体制を確保する。 

２ 甲は、1 年に 1 回以上、乙との間で入所者の病状が急変した場合等の対応につい
て確認するとともに、乙の名称等について、甲の指定を行った自治体に提出するも
のとする。 

３ 入所者が乙に入院した後に、病状が軽快し退院が可能となった場合においては、
甲は、速やかに再び入所できるように努めることとする。 

４ 甲と乙は、実効性ある連携体制を構築するため、甲の入所者の現病歴等を定期的
に情報共有するよう努めることとする。 

 



（協定期間） 
第 3 条 本協定の有効期間は協定日より 1 年間とし、協定の更新については満了日の 1 月

前に行う。ただし、甲、乙双方に異議のない場合は、そのまま 1 年間協定を継続する
ことができる。その後の満了日の場合も同様とする。 

 
（疑義） 
第 4 条 本協定につき疑義が発生したときは、甲、乙協議の上解決に当たる。 
 
（効力の発効） 
第 5 条 本協定は、令和  年  月  日より効力を発効する。 
 

本協定合意の証として本書２通を作成し、甲、乙それぞれ１通を保管する。 
 

令和  年  月  日 
 

甲 （施設住所） 
（法人名） 
（施設名） 
（代表者：職・氏名） 

 
乙 （医療機関住所） 

（法人名） 
（医療機関名） 
（代表者：役職・氏名） 

 


